【様式４】
欠格事項に関する申立書
令和　　年　　月　　日
大和市長　あて
申込者
所在地
法人名
代表者名　　　　　　　　　　　　㊞
当法人は、次の欠格事項のいずれにも該当がありません。
万一、この申立内容に相違していたときには、運営法人の応募資格がないものとみなされても不服は申し立てません。
≪欠格事項≫
ア．法律行為を行う能力を有しない者。
イ．破産者で復権を得ない者。
ウ．地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第９２条の２、第１４２条（同法第１６６条第２項の規定により準用する場合を含む。）又は第１８０条の５第６項の規定に抵触する者。
エ．地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同法施行令第１６７条の１１第１項の規定により準用する場合も含む。）により、市の執行機関における一般競争入札等の参加を制限されている者。
オ．引き続き２年以上その営業に従事していない者。
カ．法人又は法人が運営する施設について、法令に基づく改善の命令、事業停止、又は業務停止等の処分を受けたことがないこと。
キ．国税、地方税等を滞納している者。

ク．暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２条第２号に掲げる暴力団若しくはその利益となる活動を行っている者又は法人等の代表者、役員若しくは職員が暴力団等の構成員である者。
ケ．大和市暴力団排除条例（平成２３年条例第４号）第２条第５項に掲げる暴力団経営支配法人等である者。
コ．２年以内に労働基準監督署から是正勧告を受け、その後の必要な措置の実施について労働基準監督署に報告をしていない者。
サ．過去に児童福祉法第５８条1項の規定による認可の取消しを受けた者。
シ．過去に子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第40条第1項の規定による確認の取消し又はその全部若しくは一部の効力の停止を受けた者。
ス．児童福祉法第35条第5項第4号に定めるイ～ルまでのいずれかに該当する者。
セ．その他市長等が公私連携保育法人として適当でないと認める者。

